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平成27年１月23日 

 

各   位 

 

 

 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得等に関するお知らせ 
 
 

当社は、本日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定

款一部変更及び全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ．１．（１）変更の理由」の②において定義いたし

ます。）の取得について、平成27年２月20日開催予定の当社臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」

といいます。）に付議することを決議し、また、全部取得条項に係る定款一部変更について、本臨時株

主総会と同日に開催予定の当社普通株式を有する株主の皆様を構成員とする種類株主総会（以下「本

種類株主総会」といいます。）に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

記 

 

Ⅰ．当社完全子会社化のための定款一部変更について 

 

１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件－１」） 

（１）変更の理由 

平成26年12月９日付け当社プレスリリース「支配株主であるヤフー株式会社による当社株券

等に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」等にてお知らせいたしましたとおり、ヤフー株

式会社（以下「ヤフー」といいます。）は、平成26年10月 23日から当社の普通株式（以下「当

社普通株式」といいます。）及び平成25年４月25日開催の取締役会決議に基づき発行された新株

予約権（以下「本新株予約権」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といい

ます。）を行い、本公開買付けは平成26年12月８日に終了しております。本公開買付けの結果、

ヤフーは、平成26年12月 15日（本公開買付けの決済開始日）をもって、当社普通株式11,819,500

株（平成26年12月 26日現在における当社の総株主等の議決権の数（122,458個）に対する割合：

96.52％）及び本新株予約権2,470個（目的となる当社普通株式の数の合計494,000株）を保有す

るに至っております。 

平成26年10月 22日付け当社プレスリリース「支配株主であるヤフー株式会社による当社株券

等に対する公開買付けの実施及び応募の推奨に関するお知らせ」（以下「本意見表明プレスリリー

ス」といいます。）にてご報告いたしましたとおり、ヤフーは、平成24年12月まで独自にカーラ

イフ情報サービスを提供してきましたが、カーライフ情報サービスにおいて圧倒的なシェアを獲

得すべく、平成24年12月 17日に当社普通株式をソフトバンク株式会社より相対取引により取得

し、当社を連結子会社化しました。平成25年６月には、ヤフーが運営していた「Yahoo!自動車」

と当社が運営していた「carview.co.jp（旧 carpoint.ne.jp）」が統合され、「carview!」として

リニューアルされ、Yahoo! JAPAN内で展開されております。 

ヤフー及び当社によるカーライフ情報サービスの「carview!」への統合等の取組みにより、当

社の広告事業及びSNS事業に関しては連携効果が出てきております。一方、海外事業及び国内事
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業については、現状は連携を進めておりません。当社の売上高（平成 26 年３月期）の 42％を占

める海外事業は、収益力は依然伸びているものの、売上高の成長の鈍化は懸念点であります。ま

た、同売上高の 27％を占める国内事業については、平成 24 年、その業績が急速に悪化しました

が、平成25年より事業構造改革を進めた結果、平成26年より増収増益に転じております。かか

る状況のもと、当社は、中長期的な更なる事業成長のためには新たな事業基盤の構築が必要と認

識しております。 

ヤフーと当社はこれまでもヤフーグループの自動車関連サービス事業における戦略について

様々な検討を行ってきましたが、かかる状況の中、平成26年９月下旬のヤフーによる提案を機に、

ヤフーと当社は、両社の企業価値を一層向上させることを目的とし、複数回に亘る協議・検討を

重ねてまいりました。 

その結果、ヤフー及び当社は、ヤフーと当社の一体経営を実現することによって、迅速な意思

決定を可能とする体制を実現し、短期的な収益にとらわれることなく、中長期的視点で当社の収

益基盤を強化するとともに、当社がヤフーグループの自動車関連サービス事業領域における指導

的役割を担う会社として事業上の相乗効果を実現するための機能集約が可能となり、大胆な戦略

の実現も可能となるとの結論に至り、当社がヤフーの完全子会社となることが不可欠であるとの

判断に至りました。 

当社は、上記のとおり、本公開買付けが成立したことから、本意見表明プレスリリース「３．

本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」の「（４）本公開買付け後の組織再編等の方針

（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、当社をヤフーの完全子会社とするため、

以下の①から③の手続（以下、総称して「本全部取得手続」といいます。）を実施することといた

しました。 

 

①  当社の定款の一部を変更して、従前の普通株式に加えて、下記「（２）変更の内容」の定

款変更案第５条の２に定める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」といいます。）

を発行する旨の定めを設け、当社において普通株式とは別個の種類の株式を発行できるも

のとすることにより、当社を種類株式発行会社（会社法第２条第 13 号に定義するものを

いいます。以下同じです。）に変更いたします。 

②  上記①による変更後の当社の定款の一部をさらに変更して、当社の発行する全ての普通

株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいい

ます。以下同じです。）を付す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付された後の

当社普通株式を、以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全部取得条項付

普通株式の内容として、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全

部を取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、Ａ種種類株式を

591,000分の１株の割合をもって交付する旨の定めを設けるものといたします。 

③  会社法第 171 条第１項並びに上記①及び②による変更後の当社の定款に基づき、株主総

会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換

えに、当社を除く全部取得条項付普通株式を有する株主の皆様に対して、取得対価として、

その保有する全部取得条項付普通株式１株と引換えにＡ種種類株式を591,000分の１株の

割合をもって交付いたします。なお、ヤフー以外の各株主の皆様に対して取得対価として

交付されるＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。また、交付されるＡ種

種類株式が１株未満の端数となる各株主の皆様につきましては、会社法第234条その他の

関係法令の定めに従って、最終的には金銭が交付されることとなります。 

 

株主の皆様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる１株未満の端数につきましては、その合

計数（会社法第234条第１項の規定により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、

当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第234条の定めに従って売却

し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主の皆様に交付いたします。 
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かかる売却手続に関し、当社では、会社法第234条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得

てヤフーに対してＡ種種類株式を売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式の

売却金額につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、別途定める

基準日（下記「Ⅱ．２．（２）取得日」において定める取得日の前日を基準日とすることを予定し

ております。）において株主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に863円（本公開買付

けにおける当社普通株式１株当たりの買付価格（以下「本公開買付価格」といいます。）と同額）

を乗じた金額に相当する金銭が各株主の皆様に交付される価格に設定することを予定しておりま

す。ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、

実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

「定款一部変更の件－１」は、本全部取得手続のうち上記①を実施するものです。 

会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされてい

ることから（会社法第171条第１項、第108条第１項第７号）、上記①は、当社普通株式に全部取

得条項を付す旨の定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会社となるため、

「定款一部変更の件－１」の定款変更案第５条の２に定める内容のＡ種種類株式を発行する旨の

定めを新設するほか、所要の変更を行うものです。なお、当社は非上場会社となる予定ですので、

Ａ種種類株式を譲渡により取得するには、当社の取締役会の承認を受けなければならない旨の定

めを新設いたします。 

また、当社は、当社定款第６条におきまして、100株を単元株式数として規定していたところ、

同条は、当社普通株式について単元株式数を定めるものであり、「定款一部変更の件－１」で設け

られるＡ種種類株式については１株を単元株式数とすることから、その趣旨を明確にするために

所要の変更を行うものです。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は以下のとおりです。なお、「定款一部変更の件－１」に係る定款変更は、「定款一

部変更の件－１」に係る議案が本臨時株主総会において原案どおり承認可決された時点で、その

効力が生じるものといたします。 

（下線を付した部分は変更箇所を示します。） 

現 行 定 款 変  更  案 

第２章 株 式 

 

（発行可能株式総数） 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

43,904,000株とする。 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 株 式 

 

（発行可能株式総数） 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、

43,904,000 株とし、発行可能種類株

式総数は、それぞれ普通株式は

43,903,900 株、第５条の２に定める

内容の株式（以下「Ａ種種類株式」と

いう。）は100株とする。 

 

（Ａ種種類株式） 

第５条の２ 当会社は、残余財産を分配するとき

は、Ａ種種類株式を有する株主（以

下「Ａ種株主」という。）またはＡ

種種類株式の登録株式質権者（以

下「Ａ種登録株式質権者」という。）

に対し、普通株式を有する株主（以

下「普通株主」という。）または普
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現 行 定 款 変  更  案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

（単元株式数） 

第６条 当会社の単元株式数は、100株とする。

 

 

 

 

第３章 株主総会 

 

（新 設） 

通株式の登録株式質権者（以下「普

通登録株式質権者」という。）に先

立ち、Ａ種種類株式１株につき１

円（以下「Ａ種残余財産分配額」

という。）を支払う。Ａ種株主また

はＡ種登録株式質権者に対してＡ

種残余財産分配額が分配された

後、普通株主または普通登録株式

質権者に対して残余財産を分配す

る場合には、Ａ種株主またはＡ種

登録株式質権者は、Ａ種種類株式

１株あたり、普通株式１株あたり

の残余財産分配額と同額の残余財

産の分配を受ける。 

 

（Ａ種種類株式の譲渡制限） 

第５条の３ Ａ種種類株式を譲渡により取得す

るには、当会社の取締役会の承認

を受けなければならない。 

 

（単元株式数） 

第６条 当会社の普通株式の単元株式数は、100

株とし、Ａ種種類株式の単元株式数は、

１株とする。 

 

 

第３章 株主総会 

 

（種類株主総会） 

第 17 条の２ 第 13 条、第 14 条、第 16 条及び

第 17 条の規定は、種類株主総会

にこれを準用する。 

② 第 15 条第１項の規定は、会社法

第324条第１項の規定による種類

株主総会の決議にこれを準用す

る。 

③ 第 15 条第２項の規定は、会社法

第324条第２項の規定による種類

株主総会の決議にこれを準用す

る。 

 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件－２」） 

（１）変更の理由 

「定款一部変更の件－２」は、「定款一部変更の件－１」でご説明申しあげました本全部取得手

続のうち②を実施するものであり、「定款一部変更の件－１」による変更後の当社の定款の一部を
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さらに変更し、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項を付してこれを全部取得条項付普

通株式とし、かつ、当該全部取得条項に従い当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付

普通株式の全部を取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、「定款一部変

更の件－１」における定款変更に基づき新たに発行することが可能となるＡ種種類株式を

591,000分の１株の割合をもって交付する旨の定款の定めを設けるものです。 

かかる定款の定めに従って当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部

を取得した場合には、前記のとおり、ヤフー以外の各株主の皆様に対して交付されるＡ種種類株

式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は以下のとおりです。なお、「定款一部変更の件－２」に係る定款変更は、本臨時株

主総会において「定款一部変更の件－１」及び「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」に係

る議案がいずれも原案どおり承認可決されること、並びに本種類株主総会において「定款一部変

更の件－２」に係る議案が原案どおり承認可決されることを条件として、平成27年３月26日を

もって、その効力が生じるものといたします。 

（下線を付した部分は変更箇所を示します。） 

「定款一部変更の件－１」による変更後の定款 追 加 変 更 案 

第２章 株 式 

 

（新 設） 

第２章 株 式 

 

（全部取得条項） 

第５条の４ 当会社は、当会社が発行する普通

株式について、株主総会の決議に

よってその全部を取得できるもの

とする。当会社が普通株式の全部

を取得する場合には、普通株式の

取得と引換えに、普通株式１株に

つき、Ａ種種類株式を 591,000 分

の１株の割合をもって交付する。

 

Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

「定款一部変更の件－１」でご説明申しあげておりますとおり、ヤフー及び当社は、ヤフーと当

社との一体経営を実現することによって、迅速な意思決定を可能とする体制を実現し、短期的な収

益にとらわれることなく、中長期的視点で当社の収益基盤を強化するとともに、当社がヤフーグル

ープの自動車関連サービス事業領域における指導的役割を担う会社として事業上の相乗効果を実現

するための機能集約が可能となり、大胆な戦略の実現も可能となるとの結論に至り、当社がヤフー

の完全子会社となることが不可欠であるとの判断に至りました。 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」は、「定款一部変更の件－１」でご説明申しあげました本

全部取得手続のうち③を実施するものであり、会社法第171条第１項並びに「定款一部変更の件－

１」及び「定款一部変更の件－２」による変更後の当社の定款の規定に基づき、株主総会の特別決

議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該取得と引換えに、「定款一部変更

の件－１」による定款変更に基づき設けられるＡ種種類株式を交付するものです。 

当該交付がなされるＡ種種類株式の数につきましては、当社を除く全部取得条項付普通株式の株

主の皆様に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を591,000分

の１株の割合をもって交付するものといたします。前記のとおり、ヤフー以外の各株主の皆様に対
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して当社が交付するＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

かかる株主の皆様に対する交付の結果生じるＡ種種類株式の１株未満の端数につきましては、そ

の合計数（会社法第234条第１項の規定により、その合計数に１株に満たない端数がある場合には、

当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第234条の定めに従って売却し、

当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主の皆様に交付いたします。 

かかる売却手続に関し、当社では、会社法第234条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得て

ヤフーに対してＡ種種類株式を売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式の売却

金額につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、別途定める基準日

（下記「２．（２）取得日」において定める取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）

において株主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に863円（本公開買付価格と同額）を

乗じた金額に相当する金銭が各株主の皆様に交付される価格に設定することを予定しております。

ただし、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に

交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 

（１）全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第171条第１項並びに「定款一部変更の件－１」及び「定款一部変更の件－２」による

変更後の当社の定款の規定に基づき、取得日（下記「（２）取得日」において定めます。）におい

て、取得日の前日の最終の当社の株主名簿に記載又は記録された当社を除く全部取得条項付普通

株式の株主の皆様に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株と引換えに、Ａ種種類株

式を591,000分の１株の割合をもって交付するものといたします。 

 

（２）取得日 

平成27年３月26日 

 

（３）その他 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本臨時株主

総会において「定款一部変更の件－１」及び「定款一部変更の件－２」に係る議案がいずれも原

案どおり承認可決されること、本種類株主総会において「定款一部変更の件－２」に係る議案が

原案どおり承認可決されること、並びに「定款一部変更の件－２」に係る定款変更の効力が生じ

ることを条件として、その効力が生じるものといたします。 

なお、その他の必要事項につきましては、当社取締役会にご一任いただきたいと存じます。 

 

３．上場廃止の予定 

当社普通株式は、現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）マザー

ズ市場に上場されておりますが、本臨時株主総会において「定款一部変更の件－１」、「定款一部変

更の件－２」及び「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案がいずれも原案どおり承認可

決され、本種類株主総会において「定款一部変更の件－２」に係る議案が原案どおり承認可決され

た場合には、当社普通株式は、東京証券取引所マザーズ市場の上場廃止基準に該当することになり

ますので、平成27年２月20日から平成27年３月22日まで整理銘柄に指定された後、平成27年３

月23日をもって上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所マザーズ

市場において取引することはできません。 

 

Ⅲ．本全部取得手続の日程の概要（予定） 

 

本全部取得手続の日程の概要（予定）は以下のとおりです。 
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本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日設定公告 平成26年12月11日（木）

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日 平成26年12月26日（金）

本臨時株主総会及び本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成27年１月23日（金）

本臨時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成27年２月20日（金）

種類株式発行に係る定款一部変更（「定款一部変更の件－１」）の効力発生

日 
平成27年２月20日（金）

当社普通株式の整理銘柄への指定 平成27年２月20日（金）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付に係る基準日 

設定公告 
平成27年３月４日（水）

当社普通株式の売買最終日 平成27年３月20日（金）

当社普通株式の上場廃止日 平成27年３月23日（月）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基準日 平成27年３月25日（水）

全部取得条項に係る定款一部変更（「定款一部変更の件－２」）の効力発生

日 
平成27年３月26日（木）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の効力発生日 平成27年３月26日（木）

 

Ⅳ．支配株主との取引等に関する事項 

 

ヤフーは、当社の支配株主（親会社）であり、上記「Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件」

に係る全部取得条項付普通株式の取得（以下「本取得」といいます。）は、支配株主との取引等に該

当します。 

当社は、平成26年６月19日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書において、「支配株主と

の取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」として、支配株主との取引にあた

っては、取引条件や対価の設定に関して、取引の公正性を担保し、少数株主の利益を不当に害する

ことのないよう十分配慮した上で決定する旨を記載しているところ、かかる指針に関する本取得に

おける適合状況は、以下のとおりです。 

当社は、本公開買付け及び本取得からなる一連の取引（以下「本取引」といいます。）の公正性を

担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、本意見表明プレスリリースの「３．

本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」の「（６）本公開買付価格の公正性を担保するた

めの措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付けの公正性を担保するための措置」に

記載の各措置を講じております。 

この点、同プレスリリースの「３．本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」「（６）本

公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等、本公開買付け

の公正性を担保するための措置」の「③当社における第三者委員会の設置」に記載のとおり、当社

取締役会は、本公開買付けに係る当社の意思決定の恣意性を排除し、公正性、透明性及び客観性の

ある意思決定過程を確立するために、諮問機関として第三者委員会を設置し、平成 26 年 10 月 21

日付けで、当該第三者委員会から、(a)本取引による当社とヤフーとの一体経営によって、迅速な意

思決定を可能とする体制が実現し、短期的な収益にとらわれることなく、中長期的視点で当社の収

益基盤が強化されるとともに、当社がヤフーグループの自動車関連サービス事業領域における指導

的役割を担う会社として事業上の相乗効果を実現するための機能集約及び大胆な戦略の実現が可能

となることから、本取引は、当社を含むヤフーグループの更なる収益基盤強化と企業価値向上を実

現するものであり、その目的は合理的なものであり、(b)二段階買収の際に交付される金銭の額は本

公開買付価格に株主の皆様が所有していた当社普通株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定さ
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れる予定であること、本公開買付けの条件も本公開買付けにおける買付け等の期間が比較的長期間

に設定されていること、本公開買付価格は相当なプレミアムを付した価格であると考えられること、

利益相反を解消するための措置が十分に採られた上で決定された価格であること等から、本取引の

条件は妥当であり、(c)本取引に係る意思決定過程に当社との間に利益相反関係を有する取締役が参

加しておらず、独立したフィナンシャル・アドバイザー及びリーガル・アドバイザーが選任され、

また、独立した第三者算定機関からの算定書を取得していること等を踏まえれば、本取引の手続は

透明・公正なものであり、(d)本公開買付けに対して当社の取締役会が賛同意見を表明すること及び

当社の株主の皆様及び新株予約権者の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨することは相当

であり、したがって、(e)本取引は当社の少数株主にとって不利益なものではないと認められる旨を

内容とする答申書を取得しております。 

また、当社は、本取得の公正性を担保するため、上記「Ⅱ．１．全部取得条項付普通株式の全部

を取得することを必要とする理由」に記載のとおり、Ａ種種類株式をヤフーに売却する場合の売却

金額につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、別途定める基準日

（上記「Ⅱ．２．（２）取得日」において定める取得日の前日を基準日とすることを予定しておりま

す。）において株主の皆様が所有する全部取得条項付普通株式の数に863円（本公開買付価格と同額）

を乗じた金額に相当する金銭が各株主の皆様に交付される価格に設定することを予定しております。 

さらに、本日開催の取締役会においては、当社の代表取締役社長である兵頭裕氏がヤフーの元従

業員であり、本取引の可能性も含めたヤフーと当社との業務提携の初期的な検討に関与していたこ

とから本取引に関してヤフーの影響を受けている面が否定できないため、また、社外取締役である

髙田正行氏、米谷昭良氏及び渡辺憲彦氏がヤフーの従業員を兼務しているため、利益相反の可能性

を排除する観点から、まず、（ⅰ）兵頭裕氏、髙田正行氏、米谷昭良氏及び渡辺憲彦氏を除く２名の

取締役において審議の上、全員一致により上記の決議を行い、さらに、取締役会の定足数を確保す

る観点から、（ⅱ）兵頭裕氏、髙田正行氏、米谷昭良氏及び渡辺憲彦氏を含む６名の取締役において

改めて審議の上、全員一致により上記の決議を行うという二段階の手続を経ております。また、上

記取締役会に出席した監査役（監査役３名中、出席監査役２名（うち社外監査役２名））の全員が上

記決議につき異議はない旨の意見を述べております。なお、当社の監査役である鬼塚ひろみ氏は、

ヤフーの監査役を兼務しており、本取引に関し当社と利益が相反するおそれがあることから、当社

の上記取締役会における本取引に関する議題の審議には一切参加しておらず、上記取締役会の決議

に対して意見を述べることを差し控えております。 

加えて、かかる取締役会の決議の方法その他の本取得の手続等に関しては、当社及びヤフーから

独立したリーガル・アドバイザーであるシティユーワ法律事務所の法的助言を得ております。 

以上を踏まえ、当社としては、本取得を含む本取引は、少数株主の利益を害するものではないと

判断しており、上記指針に適合するものと考えております。 

以 上 

 


